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５.  内外機関との協力研究調査

［法律部門］

Ⅳ．｢現代社会における社会保障制度｣に関する研究プロジェクト

Ⅴ．｢近年の労働判例の動向｣に関する研究プロジェクト

    以上の双方のテーマに関して、以下の研究室にアドバイザーをお願いする。

     北陸大学法学部  松本和彦 研究室

     佐賀医科大学    増田幸弘 研究室

［経済部門］

Ⅱ．「労働市場理論」に関する研究プロジェクト

 ・「人口減少化における高齢化と経済成長」に関する研究を、日本経済研究セ

   ンターのプロジェクトの連携でおこなっている（平成 10 年～同研究会座長）。

 ・「社会保障の社会経済への効果分析モデル開発事業」に関する研究を、国立

   社会保障・人口問題研究所のプロジェクト（年金・雇用班）の連携でおこ

   なっている（平成 11 年～）。

Ⅶ．「不確実性下の経済行動」に関する研究プロジェクト

     東京穀物商品取引所の協力により商品先物・オプション取引の分析を継

   続して行っている。
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６.受 託 研 究      

  (1) 群馬県

　名  称   産業連関表作成に関する業務

  期　間 　平成 11 年 6 月 22日（火）～平成 12 年 3 月 10日（金）

　研究者  　新井益洋（産業研究所教授）

            清水雅彦（経済学部教授・学部長）

            桜本  光（商学部教授）

            石田孝造（立正大学教授）

 (2) 農業環境技術研究所

　名  称   持続的農業推進のための革新的技術開発に関する総合研究

  期　間 　平成 11 年 10月 15日（金）～平成 12 年 3月 17日（金）

　研究者  　吉岡完治（産業研究所教授・所長）

            早見  均（産業研究所助教授）

 (3) 日本労働研究機構

  名  称  「就業構造基本調査」個票データによる失業化比率の分析

  期　間 　平成 11 年 4月 1 日（木）～平成 12 年 3月 31 日（金）

　研究者  　樋口美雄（商学部教授）

              新保一成（商学部助教授）

 (4) 石油産業活性化センター

  名  称   平成 11 年度アジアの経済活動の変化と石油需給に関する調査

  期　間 　平成 12 年 1 月 17 日（月）～平成 12年 3 月 10 日（金）

　研究者  　中島隆信（商学部助教授）


